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電気事業連合会：電力レポート（２０１４年３月） 

※「電力中央研究所電気新聞ゼミナール（２０１４年３月３日掲載）参考」 

http://criepi.denken.or.jp/jp/serc/denki/pdf/20140303.pdf 
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「東日本大震災前後で火力発電燃料はどう変わったか」 

 

２０１３年通関統計によると、日本の貿易赤字は前年よりもさらに拡大し、３年連続

赤字の約１１．４兆円に達した。その大きな要因は、原子力発電所の稼動が止まり、

これを補完して電力の安定供給を確保するための火力発電の「焚き増し」による化石

燃料輸入の増加といえる。 

ここでは、詳細なデータがある２０１２年度と震災前の２０１０年度との発電用燃料

の変化を比較、分析する。 

２０１２年度の国内販売電力量（１０社計）は、実質国内総生産（ＧＤＰ）が約１％伸

びたにもかかわらず、節電の進展などにより２０１０年度より約６％低い水準にとどま

った。この２年で発受電電力合計が６５０億ｋＷｈ減少したものの、火力発電量は２１０

０億ｋＷｈ増加、国内発電量に占める火力シェアは２０１０年度の６２％から２０１２年

度には８８％まで高まった。これに伴い、液化天然ガス（ＬＮＧ）、石油（重油、Ｃ重油な

ど）、石炭の利用が大幅に増えた。燃料費支払総額を通関統計なども参考に推計す

ると、２０１０年度の３．１兆円から２０１２年度には６．４兆円へ約３．３兆円増加してい

る。 

こうした火力発電を種類別に発電量、燃料費などを見てみる。石炭火力は、ベース

電源で震災前後も稼働率を引き上げることが出来ず、発電量はこの間、９０億ｋＷｈ

（３％）の微増。石炭価格の７％上昇が加わっても燃料支払金額は２００億円余（５％）

増にとどまった。 

このため、ミドル・ピーク対応であったＬＮＧ、石油火力発電によって、原発稼動停

止を代替することになった。ＬＮＧ火力はこの２年間で、１０５０億ｋＷｈ（３６％）、石油

火力は９６０億ｋＷｈ（１２７％）増加している。 

２０１２年度のＬＮＧ使用量は、２０１０年度比１４００万トン（３３％）増え、５６００万ト

ン。ＬＮＧ価格は４２％上昇、その結果、金額ベースでは２．１兆円から約１．９兆円増

加して４．０兆円にまでなった。 

石油系の燃料利用費は、２０１２年度には２０１０年度の１億１千万ｋｌから３億２００

万ｋｌまで、１７３％も増加した。老朽化して使用を止めていた石油火力も含めて総動

員せざるを得ない状況であったため、燃料使用量、発電電力量ともに大幅に増えたと

いえる。利用平均単価は３６％（原油３１％、Ｃ重油４０％）上昇し、支払いベースでは

約１．４兆円増の１．９兆円へと膨らんだ。 
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急増した電力業界の燃料支払増加額（約３．３兆円）を要因別に見ると、６割弱の

約１．９兆円が数量要因、４割強の約１．４兆円が価格要因となる。この間、為替レー

トが１ドル＝８５．７円から同８３．１円へ小幅円高に推移したにもかかわらず、価格要

因の影響がかなり大きい。 

また、直近の２０１３年（暦年）の燃料利用実績を前提に、平均１ドル＝１１０円まで

為替レートが振れた場合の試算を行ったところ、燃料支払総額は６．８兆円から７．７

兆円まで８０００億円以上も増える（２０１３年の為替レート実績は同９７．６円）。 

このように、電力業界の燃料コストは巨額に達しており、為替レートの変動に脆弱

な体質になっている。巨額の貿易赤字の定着は経常収支の悪化につながって、さら

なる円安を引き起こし、燃料費がさらに増大する可能性もある。 


